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文献検討に基づく介護予防サポーター養成プログラムの作成と効果
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目的 地域で介護予防活動を行う住民を養成する，介護予防サポーター養成プログラムの多くは，

市町村の経験値で組み立てられている現状がある。そのため，必ずしも効果的・効率的に養成

を行えている市町村ばかりではない。本稿では，まず，文献検討を行い，養成プログラムのプ

ログラム内容や評価指標等を定める視点を明らかにした。その上で文献検討を基に養成プログ

ラムを作成し，効果を検討した。

方法 養成プログラムの文献検討を行い，その結果を基に養成プログラムを作成した。岩手県大槌

町を対象地域とし，2017年 6～9 月に地域包括支援センターの保健師 3 人と研究者 4 人とで，

養成プログラムを作成した。その後，2017年10～11月に養成プログラムを実施した。評価では

自記式質問紙を用い，毎回の終了後に満足度等を尋ねたプロセス評価と，全プログラム前後

に，地域課題の理解度等を尋ねたアウトカム評価を行った。

活動内容 文献検討から，養成プログラムは，企画者によって予め介護予防サポーターに求める活

動が定まっているタイプ（タイプ A）と，活動内容を参加者と一緒に具体的に考えていくタイ

プ（タイプ B）の二つに分けられた。プログラム内容の特徴として，タイプ A では，プログ

ラム終了後に介護予防活動に移るための具体的な知識や技術の習得を目的とした内容が多かっ

た。タイプ B では，地域課題の認識を高める講義や演習，先駆的な活動の見学等，プログラ

ム終了後の介護予防活動の内容を住民が考えて具体化できるような内容が多かった。

文献検討を踏まえ，大槌町では，地区の状況に応じた介護予防サポーターの活動方法を参加

者が検討し取り組むことが重要であると考え，タイプ B を参考に養成プログラムを検討し

た。アウトカム評価では，解析対象は12人であった。男性 2 人，女性10人，年齢は71.4±10.0

歳［範囲5388］であった。プログラム前後のアウトカム指標の平均値の変化は，地域課題

の理解度では3.1→4.1（P＝0.046），自分自身の介護予防に取り組む自信では3.4→4.0（P＝

0.035）と有意に上昇していたが，地域の介護予防に取り組む自信では3.1→3.5（P＝0.227）で

あり有意差は認められなかった。

結論 文献検討で養成プログラムの目的や内容，評価指標等の視点を明確にし，その結果を基に実

施したプログラムで一定の効果を得ることができた。
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 は じ め に

日本は他国に類をみない超高齢社会に突入し1)，

2016年時点の健康寿命と平均寿命の差は男性8.8

年，女性12.4年である2)ことからも，健康寿命が延

伸する社会に向けて予防を観点とした様々な国策が

推進されている。2006年に介護保険制度は大きく見

直され，国は介護予防を重視したシステムの構築を

推進してきた。ここでの介護予防とは，「高齢者が

要介護状態に陥ることなく，健康でいきいきとした

生活を送ることができるよう支援すること，また，

すでに要介護状態であっても重度化を防ぐこと」で
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ある3)。その推進から10年経過した2016年の診療報

酬改定では，これまで介護予防の手法が，心身機能

を改善することを目的とした機能回復訓練に偏りが

ちであった課題を鑑み，生活環境の調整や，地域の

中に生きがい・役割をもって生活できるような居場

所と出番づくりなど，高齢者を取り巻く環境へのア

プローチの重要性が強調された4)。住民自身が運営

する体操の集い等の活動を地域に展開し，人と人と

のつながりを通じて参加者や通いの場が継続的に拡

大していくような地域づくりを推進することが望ま

れている。これらの背景を受けて，住民自身が地域

で介護予防活動を行う「介護予防サポーター」への

期待がこれまで以上に高まっている。以前より全国

の多くの市町村で介護予防サポーターは養成されて

いる。しかし，その養成プログラムの多くはエビデ

ンスに基づいたものとは言い難く5)，市町村の経験

値などで組み立てられているのが現状である。その

ため，必ずしも効果的・効率的に行えている市町村

ばかりではない6)。これは，市町村によって介護予

防サポーターの役割が異なるため，単一の効果的な

プログラム内容や評価指標を見出し難いことが要因

にあると考える。そこで，本稿では，まず，文献検

討を行い，養成プログラムの立案時にプログラム内

容や評価指標等を定める視点を明らかにした。その

上で文献検討を基に養成プログラムを作成し，その

プログラムの効果を岩手県大槌町で検討した。本報

告は，今後，介護予防サポーター養成プログラムを

実施する市町村の効果的なプログラムの立案と実施

に貢献することを目指したものである。

なお，本研究では介護予防サポーターと養成プロ

グラムを以下のように操作的に定義した。

介護予防サポーター地域住民が行政等による育

成事業を経て，地域において介護予防活動を展開

する者

介護予防サポーター養成プログラム地域住民を

対象として介護予防サポーターを養成する講座

（以下，養成プログラムとする。）

 方 法

本稿は，1. 介護予防サポーター養成プログラム

の文献検討，2. 大槌町での介護予防サポーター養

成プログラムの実施の 2 つから成る。

. 介護予防サポーター養成プログラムの文献検

討方法

文献データベースとして医学中央雑誌 WEB 版を

用いて検索を行った。検索対象期間は介護予防が介

護保険法にて導入された年の2006年から2017年の12

年間，原著論文，抄録ありに限定して検索を行っ

た。原著論文に限定した理由は，今回の文献検討で

明らかにしたいと考えたプログラム内容や評価指標

等の質を担保できると考えたためである．検索式は

「ボランティア or サポーター or リーダー」と「プ

ログラム or 育成 or 養成」を組み合わせた。検索の

結果，480件が検索された。文献の包含基準は，「◯

養成事業の対象者が地域住民である研究，◯養成対

象が介護予防サポーターと判断される研究，◯介護

予防サポーターの養成内容（プログラムのテーマ）

の記載がある研究，◯養成の評価が成されている研

究，◯養成の介入による何らかの効果があったと判

断された研究」とし，介護予防サポーターの養成プ

ログラムの記述が含まれていないと判断された文献

は除外した。学生や看護師などの各種専門職を対象

としたプログラムに関する文献，災害時のボラン

ティアに関連する文献，体操プログラム等の参加者

の介護予防のみを目的とした介入プログラムに関す

る文献等が除外された。最終的に対象文献として

残った文献は10件であった。対象文献10件を精読し

た上で，著者，育成の目的，プログラム内容，評価

指標，プログラムの結果を一覧表にし，比較・検討

を行った。

. 大槌町での介護予防サポーター養成プログラ

ムの実施方法

岩手県大槌町を対象地域とした。大槌町は，人口

11,642人，高齢化率35.2（2016年10月現在）であっ

た。2017年 6～9 月に地域包括支援センターの保健

師 3 人と研究者 4 人とで，前述の文献検討を基に養

成ログラムの内容を検討し，その後2017年10～11月

にプログラムを実施した。

本研究は，東北大学大学院医学系研究科倫理委員

会の承認を得て実施した（承認番号20171512，

2017年 9 月25日承認）。

 活 動 内 容

. 介護予防サポーター養成プログラムの文献検

討の結果

1) 介護予防サポーター養成プログラムの概要

対象地域は東北地方が 2 文献〔岩手県7)と福島

県8) 〕，関東地方が 6 文献〔埼玉県9～12) ，東京

都13,14)，千葉県14)〕，中部地方が 1 文献〔石川

県15)〕，中国地方が 1 文献〔広島県16)〕であった。

参加者の募集方法は記載のあった 9 文献すべてが公

募であった。介入期間は，2 か月間から 9 か月間と

幅がみられた。養成プログラムの提供形態は，講義

が 8 文 献7～10,12～15) ， グ ル ー プ ワ ー ク が 4 文

献8,10,12,16)，演習が 5 文献8,9,13～15)，ワークショップ

が 2 文献7,8)，実技が 2 文献7,10)，体験講座が 1 文
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表 育成プログラムの目的・内容・評価指標と主な結果

タイプ A介護予防サポーターが実施する活動内容が企画者によって予め定まっているタイプ

著者（報告年) 育成の目的 主なプログラム内容 主な評価指標 主な結果

浜崎ら
（2015)15)

虚弱高齢者に対し
て，声かけ訪問を行
う介護予防サポー
ターを育成する

高齢者の睡眠，病気と介護
予防

訪問時のコミュニケーショ
ン，マナー

介護予防のための体操や口
腔ケア

声かけ訪問の実践

声かけ訪問の活動方法

理解度―声かけ訪問に必要
な高齢者や介護予防

実践を通して学んだことや
気付いたこと

理解度の総合得点は開始時
に比べて高く，有意差が認
められた

介護予防サポーターとして
の学びの記述や自分自身の
心理的変化の気付き，活動
への意欲や必要性も記述さ
れていた

全員が話し相手ボランティ
アとして活動を継続してい
る

保科（2014)9) 高齢者への対話，交
流を行うボランティ
アを育成する

良い聴き手となるための技
術，質問の活用

高齢期の心と体の状態

他者との対話経験

対話体験の方法に基いた事
例の検討によるコミュニ
ケーション手法の学習

信頼関係の形成へのヒント

理解度―ボランティア活動
に入る際に理解しておくこ
とが望ましいと考えられる
傾聴技術，ボランティア活
動やうつ病に対する基礎知
識

傾聴技術やコミュニケー
ション技術

理解度テストは，項目すべ
てにおいて正答率は同一ま
たは向上していた

対話，交流の様子の評価は，
15項目中の 7 項目において
技術の向上が見られた

保科（2010)13) 高齢者への対話，交
流を行うボランティ
アを育成する

話し相手ボランティアの背
景，定義

ボランティア活動を行う地
域の高齢者の現状

非言語的，言語的コミュニ
ケーション

メッセージの活用方法

対話体験に基いた事例の検
討によるコミュニケーショ
ン手法

技術―聞き手，話し相手と
しての技術

知識―傾聴に関する知識，
訪問中に想定される出来事
への対応方法

意識―活動に対する指向，
活動実施に対する責任感，
活動に対する誤解，活動に
対する自信，訪問相手への
抵抗感，養成プログラムの
理念の理解

コミュニケーションの技術
が向上した

高齢者を訪問する際に生じ
やすいトラブル対処法を習
得した

ボランティア活動実施に対
する自信と意欲が向上し，
活動への不安が軽減した
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献15)，実践が 1 文献15)，レクリエーションが 1 文

献12)，記載がないものが 1 文献11)であった。参加者

は，前期高齢者が多く，女性の割合が高い傾向に

あった。

2) 介護予防サポーター養成プログラムの目的，

内容，評価指標（表 11, 12）

プログラムの目的，内容，評価指標等の特徴は，

2 つのタイプに分けられた。◯介護予防サポーター

が実施する活動内容が企画者によって予め定まって

いるタイプ（以下，タイプ A とする。）と，◯介護

予防サポーターが実施する活動内容をプログラムの

中で検討するタイプ（以下，タイプ B とする。）で

あった。以降はその 2 つのタイプに分けて説明を行

う。

 タイプ A介護予防サポーターが実施する活

動内容が企画者によって予め定まっているタイ

プ（表 11）

3 文献が該当した。声掛け訪問を行う人材の養成

を目的とした文献15)や，高齢者と対話・交流を行う

人材の養成を目的とした文献9,13)であり，これらは

企画者によって介護予防サポーターに求める活動が

養成プログラム当初から定まっており，その活動を

担う人物を養成することが養成プログラムの目的で

あった。

養成プログラム内容は，声掛け訪問の実施方法

や15)，高齢者との対話・交流に必要な知識・技術に

ついての講義・演習9,13)とが行われており，より活

動に直結すると考えられる技術の習得を目的とした

内容が組み込まれていた。

養成プログラムの評価指標には，対話・交流を行

うボランティア養成を目的としたプログラム9,13)で

は，傾聴ボランティアに必要な技術，知識，意識な

どであり，介入前後でコミュニケーション技術が向

上し，理解度の維持・向上を測定していた。このよ

うに，評価項目はより求める活動に直結する知識や

技術を測定指標とする傾向がみられた。

 タイプ B介護予防サポーターが実施する活

動内容をプログラムの中で検討するタイプ（表

12）

7 文献が該当した。養成プログラムの目的は，ま

ちづくり・健康づくりに向けてリーダーシップをと

れる人材養成10,16)，介護予防の学びを地域活動に活

かすことのできる人材養成8,11,14)，介護支援とその

体制づくりを担える人材養成7)，地域保健福祉の担

い手になる人材養成12)であった。タイプ A と比較

し介護予防サポーターに求める活動が予め具体的に
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表 育成プログラムの目的・内容・評価指標と主な結果

タイプ B介護予防サポーターが実施する活動内容をプログラムの中で検討するタイプ

著者（報告年) 育成の目的 主なプログラム内容 主な評価指標 主な結果

眞崎ら
（2016)16)

地域のリーダーシッ
プがとれる人材を育
成する

自らの健康づくりのために

心の健康と地域づくり，認
知症の予防

先進地域の活動を知ろう

健康な地域づくりに向けて

健康づくり―健康管理，身
体的健康度，食生活と運動
習慣，嗜好品，心の健康
度，社会的活動

ソーシャル・キャピタル―
信頼，ネットワーク

認知症に関する知識の有無

SC は「今後も現地域に住
み続けたい，地域活動に積
極的に参加したい，近所の
うつ，ひきこもりの方に何
らかの支援をしたい」等と
答えた人が増加傾向であっ
た

町内会にサロンを立ち上
げ，老人会が公園での見守
り活動を始めるなど世代を
超えた事業化に発展した

山本ら
（2016)7)

地域住民が自助，互
助，共助により，よ
りよい地域を作って
いけるしくみができ
る

市の高齢化の現状，高齢者
の理解

ボランティアの心得，コ
ミュニケーション方法

認知症の方との関わり合い

清潔の援助，食事の援助，
感染予防対策

話し合いでの意見―実践で
きそうなこと，実践するた
めに必要だと思うこと，必
要だと思う手助け，会の意
味，今後学んでみたいこと

満足度

実習で役に立ったこと，学
び，地域の問題を解決する
ための自身にできる役割，
今後の展望

全回満足度が高かった

自分にできること，できそ
うなことを考える中で地域
にとって，必要な機会を考
える機会になるなど，地域
をつなぐ具体的な方法につ
いてなどの意見がみられた

実践できそうなこととし
て，話し相手，買い物・料
理や食事介助，認知症予防
等の意見が挙げられていた

中尾ら
（2016)8)

講座の学びを地域で
の活動につなげるこ
とができる人材を育
成する

ボランティアの意義と役割

高齢者の体と運動，認知症

具体的な目標，これからの
活動

終了後に具体的に取り組ま
れた活動について

自主的にその他の地域活動
への参画，新たな地域活動
を創出していた

例）高齢者サロンの運営，茶
話会，レクレーション，談
話会，試食会の開催など

桜井（2015)10) 全世代を対象とした
健康づくりを地域で
進めるための支援者
を養成する

日本の人口動態，市民の健
康状態

地域保健を取り巻く問題

活動事例紹介，実践者の体
験談

地域の健康増進に対してで
きる活動

知識―講義の内容

意識変化―健康知識の自信
度，地域活動に対する参加
意向，ボランティア活動の
有無，地域共生意識，ソー
シャル・キャピタル意識，
感想

講義内容を問うたテスト
は，全日90以上の正答率
であった

意識の講座前後の比較で
は，健康知識に対する自信
度，地域共生意識，SC 尺
度に関しては改善傾向で
あった

講座に関して周囲への周知
が生まれていた

上岡ら
（2015)11)

介護予防リーダーと
して自らが地域に貢
献する協働の担い手
として活躍する人材
を育成する

日本の高齢社会の発展

高齢期の身体的，心理，社
会的特性

運動機能の維持と転倒予防

介護予防活動見学

レポート作成

握力，長坐位体前屈，膝伸
展筋力，5 m 通常歩行，5
m 最大歩行，開眼片足立
ち，ファンクショナルリー
チ，TUG

意識や行動の変化―運動，
体力向上，食事や栄養，介
護保険制度，メンバーとの
相互関係，地域の方々への
働きかけ，自己実現を目指
すこと

OB 会で，栄養，料理班，
口腔機能向上，体操班，脳
トレ班，談話班，ウォーキ
ング班，体操班に分かれて
継続的に活動している

体力テスト結果で，膝伸展，
TUG が有意に改善した

体力向上および自己実現に
ついての意識，行動の変化
が見られた

河合ら
（2014)14)

介護予防リーダーが
主体的に活動できる
ようにする

介護予防リーダーとは

介護予防，老年症候群の早
期発見

介護予防地域資源報告

介護予防活動見学

活動計画作成，発表

介護予防の理解度

地域で介護予防に関する活
動を実践する自信

自主グループ活動状況設
立に至った経緯，活動場
所，実施頻度，参加者数

介護予防の理解度と自信に
関するすべての項目が，統
計学的に有意に向上してい
た

35グループの複数の活動内
容の自主グループを設立し
た，活動内容は高齢者の運
動器の機能向上や認知症予
防が多かった

小宇佐ら
（2012)12)

今後の地域保健，福
祉の担い手になって
もらえるよう意識啓
発を促す

高齢者の健康を考える要
素，高齢期の環境

脳活性化の考え方および効
果

閉じこもり予防法，転倒予
防

介護予防教室の開催状況

支援者の役割の変化，ボラ
ンティア活動のステップ
アップに向けた取り組み状
況

支援者の意識変化

自主グループ活動状況

介護予防教室が継続開催さ
れた，支援者の役割が少し
ずつ拡大していた

三年目には地域の課題を問
題視する意見など多数の意
見が出るなど，意識の変化
が見られた

高齢者を対象に体力づくり
と社会的交流を目的とした
自主グループ活動を設立し
た
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定まっておらず，プログラムでは地域で何らかの介

護予防活動を行う人材を養成することを目的とし，

養成プログラム終了後には参加者によって自主的に

活動が展開されることを目指していた。

養成プログラムの内容は，高齢者の健康と健康行

動に関する知識・実技の習得や，社会・地域の課題

の認識を高める講義や演習が 4 文献で取り上げられ

ていた。社会・地域の課題の認識を高めるための具

体的な内容には，3 文献は高齢化についての講

義7,10,11)，1 文献は地域課題の抽出を行う演習14)が

あった。また，地域で先行して活動している介護予

防活動を見学し，実際の活動内容を知る機会を設け

ていたのは 4 文献10,11,14,16)であり，養成プログラム

の終盤において，今後の活動内容を考える時間を設

けていたのが 5 文献8,10,11,14,16)であった。

養成プログラムの評価指標は，プログラム内容に

関する知識・理解度10,14,16)，健康知識に対する自

信10)，地域活動への参加意向10)，介護予防活動を実

践する自信14)，他者の受容や地域づくりへの意識等

の地域共生意識10)，参加者の健康状態11,16)，地域へ

の信頼，地域のネッワーク等のソーシャル・キャピ

タル10,16)，活動に対する思考，活動に対する自信等

の意識の変化11)，地域の住民への働きかけや生きが

いづくり等の行動の変化11)，講座感想・話し合いの

内容7,10)であった。タイプ B は，知識の習得度・自

信に加え，今後参加者が地域で実施する介護予防活

動への意向などを評価している点が特徴的であった。

3) タイプごとの適用とプログラム立案の留意点

タイプ A は，定まっている活動に直結するよう

な知識や技術の習得を目的とした内容であり，その

内容に応じて習得度を評価する指標が設定されてい

た。また，住民主体の介護予防を推進するために，

タイプ A は企画者が地域の課題を把握し，どんな

人材が地域に必要かが明確になっている場合に適し

ていると考えられた。事前に参加者に求める介護予

防活動が定まっているため，参加者が活動に至るま

での時間がより短くなる傾向があると考えられた。

タイプ B は，養成プログラムの中で，地域・社

会の課題，先駆的な活動の把握など，活動内容を住

民が主体的に考えられるような働きかけがされてい

る特徴があった。参加している地域住民の声が直接

活動に反映されるため，住民主体の介護予防の充実

に向け，住民の視点から地域のニーズを捉え，介護

予防活動に繋げたい場合や，住民と一緒に考えた活

動を展開することを期待する場合に適していると考

えられた。

また，タイプ A では，養成後に参加者の継続の

ための支援と，より自主的な活動へと発展させるた

めの支援の必要が述べられていた15)。タイプ B で

は，参加者が地域の課題から活動の必要性や内容を

考え，実行に至る経過を辿るため，長期的なフォ

ローアップの必要性について記されていた12,14)。こ

れらから，いずれのタイプも，プログラム実施後の

フォローアップを念頭に入れた養成プログラムを計

画することが必要であると考えられた。

. 大槌町での介護予防サポーター養成プログラ

ムの実施

1) 介護予防サポーター養成プログラムの作成

プログラムの立案当初は，介護予防教室で体操指

導や体力測定等の運営を補助するサポーターを養成

する予定であったが，プログラムを立案する経過の

中で，前述した文献検討の結果を基に，大槌町に必

要な介護予防サポーターを検討し直すことになっ

た。大槌町内は公共交通機関の便が悪いことから，

高齢者の身近な場で介護予防が提供されることが理

想であるため，各地区に介護予防サポーターを養成

できることが望ましい。そのためには，地区の状況

に応じた介護予防サポーターの活動方法を，参加者

が探り，できそうなことから始めることが重要であ

ると考えた。そのため，前述した文献検討にて見出

したタイプ B で実施することとし，介護予防サ

ポーターが実施する活動内容をプログラムの中で検

討した。

先行研究では，養成プログラムの中で，参加者が

地域・社会の課題を知ることで，活動内容を主体的

に考えられるような働きかけがされている特徴が

あったことから8,10,11,14,16)，本プログラムでも地域

の課題を示し，グループワークを中心に地域に必要

な活動を考えてもらう形態をとった。先行研究で

は，介護予防活動を見学し，実際の活動内容を知る

機会を設けていた10,11,14,16)ため，本プログラムで参

加者が介護予防教室を見学したり体験する機会や，

住民が取り組む介護予防活動を紹介する機会を設け

た．また，養成プログラムの終盤では，先行研究で

多くみられた内容同様に，今後の活動内容を考える

時間を設けた8,10,11,14,16)。評価指標も先行研究を参

考に，プログラム内容の理解度10,14,16)や介護予防活

動を実践する自信14)を採用した。

2) 介護予防サポーター養成プログラムの内容と

実施

1 回 2 時間で 4 回コースのプログラムを作成した

（表 2）。「楽笑幸齢者になるために今するべきこと

―自分のために誰かのために一歩踏み出そう」を

テーマとし，地域の課題を理解し介護予防活動の

必要性を理解できること，自分や地域の介護予防

活動に取り組む自信が高まることを目標とした。各
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表 地域課題の共有を重視した介護予防サポーター養成プログラム

「楽笑幸齢者になるために今するべきこと―自分のために誰かのために一歩踏み出そう」の概要

テ ー マ ね ら い 実 施 内 容

第 1 回 10年後のあなたの生活を考え
よう

自分の 5 年後，10年後に，身体
的，精神的支援（生活支援）が必
要な状態になることが実感できる

大槌町の介護予防に関する課題を
理解することができる

研修全体の狙い，目標，各回の
テーマ，スケジュールの説明

グループワーク「現在の生活と10
年後の生活は」

講義「あなたの10年後を考えよう」

第 2 回 あなたの地域は安心できる 介護予防に向けた様々な住民主体
の活動を知ることができる

大槌町にどんな介護予防活動があ
ればよいかを考えることができる

前回の振り返り，第 2 回目の目標
の確認

活動紹介「住民が取り組む様々な
介護予防活動を知ろう」

グループワーク「大槌町にあった
らよい活動」

グループごとに発表

【宿題】ワークシートを渡し，取り
組めそうな介護予防活動の計画を
4 回目までに立案する

第 3 回 介護予防教室体験
―体力測定をしてみよう―

介護予防教室の実際を体験でき，
介護予防サポーターへのやる気が
高まる

前回の振り返り，第 3 回目の目標
の確認

介護予防教室（お元気教室）の見
学，体力測定の体験

第 4 回 自分のために，誰かのために
できることを考えよう

自分ができそうな介護予防活動を
具体化することができる

自分または地域のための介護予防
に取り組む自信が高まる

前回の振り返り，第 4 回目の目標
の確認

第 2 回で宿題にした介護予防活動
の計画発表

グループワーク「どんな介護予防
に取り組みたいか何ができそう
か」

グループごとに発表

修了証授与式
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回の内容は，第 1 回町の介護予防に関する課題を

理解する，第 2 回町にあればよい介護予防活動を

考える，第 3 回介護予防教室の実際を体験する，

第 4 回自分ができそうな介護予防活動を具体化す

るであった。

プログラムは2017年10～11月に実施し，その参加

者は，全戸配付のチラシと保健師の声掛けによって

募り，計15人であった。会場は，地域の比較的交通

の便のよいショッピングセンター内にあるホールを

使用した。当日のスタッフは地域包括支援センター

保健師 2～3 人，研究者 2～3 人であった。

3) 介護予防サポーター養成プログラムの評価指

標および分析方法

参加申込者15人のうち研究参加に同意の得られた

14人を対象に，プロセス評価として，プログラムの

各回終了時に自記式質問紙調査を行った。調査項目

は，プログラムの内容について「分かりやすかった

か」，「興味がもてるものであったか」，「満足するも

のであったか」を 5 件法で尋ねた。アウトカム評価

は，プログラム開始前後に自記式質問紙調査を実施

した。主要アウトカム指標は，地域課題の理解度と

介護予防に取り組む自信であった。地域課題の理解

度は，「地域の高齢化に関する課題（人口の減少，

サービス不足，など）を他の人に説明できる自信が

ある」を 1＝全くそう思わない～6＝非常にそう思

うの 6 件法で尋ねた。介護予防に取り組む自信は，

「あなたはどの程度，自身の健康のための介護予防

活動に取り組む自信がありますか」，「あなたはどの

程度，地域のための介護予防活動に取り組む自信が

ありますか」について，それぞれの程度を 1＝全く

自信がない～6＝非常に自信があるの 6 件法で尋ね

た。

プログラム実施前（T1），プログラム実施後（T2）

の 2 時点で測定した。2 時点の変化は，対応のある

Wilcoxson 符号付順位検定を用いて評価した。

4) 介護予防サポーター養成プログラムの評価

参加者は，第 1 回から順に13人，13人，13人，6

人であった。第 4 回は，地区行事と重なってしまい

不参加者が多かった。女性12人，男性 2 人であり，

平均年齢は71.1±11.3歳［範囲5388］であった
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表 参加者の属性

n＝14

n 

年齢（平均±SD，範囲）（歳) 71.1±11.3歳，
範囲5388

性別 男性 2 14.3

女性 12 85.7

職業の有無 あり 1 7.1

最終学歴 中学・高校卒 8 57.1

短大・大学卒 6 42.9

暮らし向き ゆとりがある 2 14.3

ふつう 10 71.4

苦しい 2 14.3

同居者の有無 あり 13 92.9

健康状態 非常に健康だと思う 1 7.1

まあ健康な方だと思う 9 64.3

あまり健康ではない 3 21.4

健康ではない 1 7.1

地域活動への参加経験の有無 あり 13 92.9

図 プロセス評価毎回のプログラム後の評価

図 本日の内容は，分かりやすかったですか

図 本日の内容は，興味が持てるものでしたか

図 本日の内容は，満足でしたか

（注）各回の参加者は，第 1 回～第 3 回は各回13人，第 4 回は 6 人であった

588 第66巻 日本公衛誌 第 9 号 2019年 9 月15日

（表 3）。

プロセス評価（図 1）の各質問項目について，

「非常にそう思う」，「そう思う」と肯定的な回答を

合わせた割合をみると，「分かりやすかったか」で

は，第 1 回から順に，84.7，84.7，76.9，

66.6，「興味がもてるものであったか」では，

84.7，92.3，92.3，83.4，「満足するもので

あったか」では，76.9，84.6，92.3，66.6

であった。

アウトカム評価（表 4）では，プログラムへの出

席が 1 回以下およびプログラム後の回答がなかった

2 人を除く12人を解析対象とした。男性 2 人，女性

10人，年齢は71.4±10歳［範囲5388］，であっ

た。プログラム前後のアウトカム指標の平均値の変

化は，地域課題の理解度では3.1→4.1（P＝0.046），

自分自身の介護予防に取り組む自信では3.4→4.0

（P＝0.035），地域の介護予防に取り組む自信では

3.1→3.5（P＝0.227）であった。
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表 アウトカム評価プログラム前後の比較

n＝12

プログラム前

平均±標準偏差

プログラム後

平均±標準偏差
P 値

地域の高齢化に関する課題（人口の減少，サービス不足，等）を他の人に説明できる自信がある（範囲16）

3.1±1.2 4.1±0.9 0.046

あなたはどの程度，自身の健康のための介護予防活動に取り組む自信がありますか（範囲16）

3.4±1.0 4.0±1.1 0.035

あなたはどの程度，地域のための介護予防活動に取り組む自信がありますか（範囲16）

3.1±0.7 3.5±1.2 0.227

プログラム前後の変化は，対応のある Wilcoxson 符号付順位検定を用いた
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また，養成プログラム終了までに，参加者は今後

の介護予防に関する活動計画を個々に立案し，発表

し合った。自分のための介護予防の活動計画では，

「現在行っているウォーキングや体操を続ける」，

「お茶っこ会（近所の人たちとのお茶飲みの会）に

参加してコミュニケーションをとる」，「近所や空き

地の草取りや清掃を行う」などが挙がった。地域の

ための介護予防の活動計画では，「誰かの話し相手

になる」，「経験を生かして健康相談や血圧測定を行

う」，「運動を近くの会館で近所の人たちと行う」，

「近所の人と食材を出し合って，一人暮らしの高齢

者に週 1 度くらいお弁当を届ける」，「お茶っこ会，

自治会活動にできる限り協力する」，「お茶っこ会の

内容をもっと生きがいや介護予防に通じる会にして

いく」，「昔ながらの行事や遊びなどを振り返りなが

ら，周囲の人たちと助け合いの心を養う」などが挙

がり，参加者の介護予防への志気が高まった様子が

見られた。

養成プログラム終了後の最初の地域活動であった

介護予防体操には 7 人が参加した。今後はフォロー

アッププログラムを行い活動に向けて準備を行って

いく予定である。フォローアッププログラムでは，

参加者が住む地区の課題の理解を促し，活動計画を

具体化するとともに，活動に必要な介護予防の知識

や技術の習得を行うことを予定している。

 考 察

文献検討では，プログラムの目的，内容，評価の

特徴は，介護予防サポーターが実施する活動内容が

予め定まっているタイプ A と，介護予防サポー

ターが実施する活動内容をプログラムの中で検討す

るタイプ B の 2 つに分けられた。介護予防サポー

ターの役割が市町村によって異なるため，単一の効

果的なプログラム内容や評価指標を見出しにくかっ

たが，本稿で文献の大別とプログラム内容や評価指

標等の特徴を示したことにより，プログラム立案時

に，地域の実情や企画者の意図に応じた検討の視点

を与えることができたと考える。また，タイプ A

では，養成後に参加者の継続のための支援と，より

自主的な活動へと発展させるための支援の必要が述

べられていた15)。タイプ B では，参加者が地域の

課題から活動の必要性や内容を考え，実行に至る経

過を辿るため，長期的なフォローアップの必要性に

ついて記されていた12,14)。このことから，タイプに

かかわらず，介護予防サポーターの養成は，長期的

な視野を持って取り組むことが重要と言える。今回

は，活動前の養成プログラムに焦点を当てたが，今

後は，養成プログラム以降の効果的な支援について

明らかにすることが必要であろう。

大槌町で行った介護予防サポーター養成プログラ

ムのプロセス評価では，いずれの回においても「興

味がもてるものであったか」では80を超える高い

割合で肯定的な評価が得られ，他の項目についても

肯定的な評価をする参加者が多かった。今回考案し

たプログラムは，対象者にとって興味の得られるプ

ログラムであると考えられた。一方で，第 4 回は他

の回と比較して，分かりやすさや満足度については

低い割合であった。この原因として，参加者は活動

計画まで立案したが，プログラム終了後にどう行動

していくかは不明確なまま終了となったことが考え

られる。参加者の介護予防活動への志気が高まって

いた様子もあったため，今後の行動につながる具体

的な見通しを共有することが必要であっただろう。

また，アウトカム評価では，参加者の地域課題への

理解度と，自分自身が介護予防に取り組む自信は養

成プログラム後に有意に上昇していたが，一方で，

地域の介護予防の取り組む自信は上昇してはいたも

のの有意差は認められなかった。このことから，今

後，参加者が介護予防活動を行動に移す段階で行動

に対する自信を高められるような働きかけが必要で
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あると考えられ，先行研究と同様にフォローアップ

の必要性が示唆された。また，今回，プログラムの

中で参加者が立案した地域での介護予防の活動計画

は，具体的なものがほとんどであった。自身が世話

人として参加している「お茶っこ会の内容をもっと

生きがいや介護予防に通じる会にしていく」の意見

にあるように，すでにある資源を活用しながら介護

予防活動を行っていくアイディアが参加者から出さ

れた。これは，地域の資源を知っている住民ならで

はの視点であり，参加者が活動計画を立案するプロ

グラムであるタイプ B は，地域の資源を活用した

実現可能性の高い計画立案が期待できると考えられ

た。

以上のことから，本プログラムでは，課題はある

ものの，参加者の地域課題に対する理解度や，自身

の介護予防に取り組む自信を高められた点におい

て，一定の効果が得られた。これは，文献検討の結

果を基にしたことで，地域の課題を考慮してプログ

ラムの目的を明確化できたことや，より効果的なプ

ログラム内容を精選して参加者に提供できたことが

要因の一つであると考える。しかし，今回行った評

価は，限られた評価指標であったことや短期的なも

のであったことから，今後は，介護予防活動への認

識やモチベーション等の他の指標や，長期的な評価

を検討することが必要である。

 お わ り に

介護予防サポーター養成プログラムの多くは，市

町村の経験値などで組み立てられているのが現状で

ある。本報告では，効果的な介護予防サポーター養

成プログラムの実施に向け，文献検討を基に養成プ

ログラムを立案し，そのプログラムを岩手県大槌町

で効果を検討した。その結果，一定の効果が得られ

た。

本報告は，今後，介護予防サポーター養成プログ

ラムを実施する市町村が，プログラム立案時に地域

の実情や企画者の意図に応じた，養成プログラムの

目的や内容，評価等の視点を与えることができたと

考える。

本報告を行うのに，多大なご協力をいただきました大

槌町民生部長寿課および介護予防サポーター養成プログ

ラムに参加いただいた皆様に心より感謝申し上げます。
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子）の一環で行われた。
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Development and eŠectiveness of care preventive supporter training programs based

on a literature review

Atsuko TAGUCHI, Mayu BIZEN, Atsushi MATSUNAGA, Eri MORISHITA2,

Junko IWAMA3, Naoko OGAWA3, Kai ITOand Hiroshi MURAYAMA4

Key wordscare preventive supporter, care prevention, volunteer training, literature review, program

evaluation

Objective Many preventive care supporter (e.g. kaigo-yobo supporter) training programs, conducted to

train community residents, are developed by municipalities. However, it is not necessary that only

municipalities can train people eŠectively or e‹ciently. In this paper, we initially reviewed the

relevant literature and clariˆed the deˆnitions of concepts like `̀ program contents'' and `̀ evaluation

indicators,'' while also planning our own training programs. Later, we developed a program based

on the review and examined the results.

Methods The literature of the training program was examined, and the training program was developed

based on the result. Four researchers and three public health nurses from a community general sup-

port center, in the Otsuchi Town of Iwate Prefecture, developed a training program from June to

September 2017. The training program developed was then conducted from October to November

2017. To evaluate the participants' satisfaction with the program, a self-report survey was conduct-

ed. To evaluate the outcomes of the program, we measured their degree of comprehension of their

community's challenges, before and after the program.

Results The training program was divided into two parts following the literature review. In the ˆrst part,

the content of the supporters' activities following the program was determined (Type A), and, in

the second, the same content was evaluated by the participants within the program (Type B). Type

A consisted of various aspects including both concrete knowledge and skills needed to conduct care

preventiveactivities after the program. In Type B, there were many aspects―including both lectures

and exercises―that aimed to increase the participants' awareness of community challenges, as well

as inspection to learn about pioneering activities which helped them consider concrete care preven-

tive activities following the program. In Otsuchi Town, we found it to be imperative for participants

to consider how to respond to various situations and accordingly plan the training program for use

in Type B. To evaluate the results, 12 participants were analyzed. Participants included two men

and ten women, with an average age of 71.4±10.0 years [range: 5388]. Comprehension levels of

community challenges (3.1→4.1, P＝0.046), as well as the conˆdence to actively involve themselves

in their own preventive care strategies (3.4→4.0, P＝0.035), signiˆcantly increased after involve-

ment in the program. However, their conˆdence to work for community preventive care support

groups (3.1→3.5, P＝0.227) did not increase signiˆcantly.

Conclusion We clariˆed certain viewpoints, such as the purpose, content, and evaluation indices of

community care training programs, by reviewing the relevant literature. Based on the discovered

viewpoints, we were then able to obtain certain results through implementing our own training pro-

grams, thereby signiˆcantly increasing participant comprehension and conˆdence levels.
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